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１．はじめに  

 基礎底面から基礎幅の３倍の深さの間に粘性土層が存在し、当該地盤が荷重の影響で正規圧密領域に達する

場合には圧密沈下の影響を考慮して橋の設計を行う必要がある(図-1)。このような条件の場合、供用中も沈下

の影響を観測し続け適切な対策を採りながら供用をすることも考えられるが、維持管理上の負担が大きいこと

から圧密沈下の影響を受けない深度に達するまで基礎を深く根入れすることが望ましい。本文は、基礎を支持

する層の下に存在する粘性土層で正規圧密が発生する確率を一定の割合以下に抑えることで、圧密沈下が橋の

供用性等に及ぼす影響を低減させるために必要となる判定手法を検討したものである。 

２．圧密判定手法の提案 

 一般に設計実務において、圧密は、当該土層に作用する鉛直応力 qcが圧密降伏応力 pcに達するか否かで判

断され、安全率は考慮されない。一方で、圧密試験により得られる圧密降伏応力 pc は、試料の乱れ等の影響

によりばらつきが非常に多く、また深度に比例しないこと

が多いことから試験深度によってもそのばらつきは異なる。

このため、このような不確実性を踏まえたうえで所要の安

全性が担保できるように圧密の可否を判断する必要がある。

そこで 式(1) の判定式を提案する。従前通り基礎設置後に

作用する鉛直応力と粘性土層の圧密降伏応力を対比するも

のであるが、安全率に代わる抵抗係数を与えることで不確

実性に対する安全余裕を確保する。 

   'p'q zczc      (1) 

ここで、qc は基礎設置後の粘性土層上面に作用する鉛直応

力(kN/m2)、σz’は基礎設置前の粘性土層上面に作用する鉛直

応力(kN/m2) 、pc は圧密試験より求める粘性土層の圧密降

伏応力(kN/m2) 、は抵抗係数である。 

３．圧密判定に用いる抵抗係数の設定 

 抵抗係数は、荷重抵抗係数設計法 1)の観点から圧密降伏

応力 pcのばらつきを踏まえて求めることとする。このとき、

限界状態関数 G は式(2)のとおり表され、抵抗係数は式

(3)により求まる。 
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ここで、COVP は変動係数、P はバイアス、T は目標信頼性指標である。変動係数 COVP は、道路橋基礎の

設計で圧密が課題となる地盤として比較的多い海成粘土層を対象に圧密降伏応力 pc の分布とばらつきを文献

1) を参考に設定した。表-1 に、正規圧密状態にある海成粘土層で深度毎に圧密降伏応力 pcのばらつきを整理

図－1 圧密判定の概要 

表－1 圧密降伏応力 pcの深度毎のばらつき 2) 
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した結果を示す。変動係数 COVP は表層近くで 0.30、それを

除くと 0.10-0.15 程度である。道路橋の実績で深い基礎が薄層

支持された 60 基を調べたところ、圧密判定の対象となる粘性

土層までの深度は地表より 10ｍ以深で分布していた。そこで、

圧密降伏応力の変動係数は COVP =0.15 とした。バイアスP

は、局所的に弱い箇所が圧密沈下を誘発する可能性があるため、

圧密降伏応力 pc は試験値のばらつきの度合いを考慮しながら

控えめに評価し、複数の試験値から安全側の設定とすることを

前提としてP =1.0 とした。また、荷重条件としては死荷重及

び活荷重に起因する長期荷重を想定し、目標信頼性指標T は

常時の極限支持力の照査と同程度となるように 3.0 とした 3)。

ここで、長期荷重は死荷重及び活荷重に起因するものであるた

め、基礎底面の鉛直応力を評価する際に基礎周面地盤の摩擦力

によるばらつきの影響も含まれると考えられる。しかし、例え

ばケーソン基礎の場合、施工時に周面地盤を乱す可能性がある

ことから、長期荷重については基礎底面のみで支持することを

前提としており、周面地盤のばらつきによる影響は小さいと考

えられる。このため死荷重及び活荷重に起因する長期荷重につ

いては確定値とみなして扱うこととした。以上により抵抗係数

を求めると=0.65 となった。仮に現行設計におけるネガテ

ィブフリクションの照査において、許容支持力を求める際の安

全係数 n=1.5 の逆数と本研究で得られた抵抗係数を比較す

ると 1/n =1/1.5≒0.66 となり同程度であることが分かる。 

４．提案式を適用した場合の影響度試算 

新たに提案した圧密判定手法が現行設計へ与える影響を確

認するため、圧密沈下の影響を受けやすい大型ケーソン基礎を

対象に 5 橋（8 基）にて試算した。表-2 に試算対象基礎の諸

条件と試算結果を示す。各基礎の諸元は、基礎長は 25ｍ～50

ｍ、平面寸法は 10ｍ～40ｍ、支持層厚さは 4ｍ～15ｍ、粘土

層の過圧密比 OCR は 1.2～3.5 である。図-2 に基礎底面から

粘土層上面までの層厚と基礎設置に伴う荷重増分比(qc /σz’)の

関係を示す。限られたデータ数ではあるが、基礎設置に伴う荷

重増分比は、基礎底面から粘土層上面までの厚さが 6ｍから 8ｍあると 1.0 に収束する傾向にあることが分か

る。図-3 に基礎底面から粘土層までの厚さを基礎幅で除したものと照査式による判定結果の関係を示す。試

算した 5 橋のうち 2 橋が圧密沈下の影響があると判定された。基礎底面から粘性土層までの層厚が基礎幅の

20-30％未満のものについては、圧密が生じると判定される傾向にあった。 

５．おわりに  

支持層より深い位置に圧密層が存在した場合に正規圧密沈下が発生しないことを判定するための判定式を

提案した。 
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表－2 影響度試算結果 

図－2 基礎底面から粘性土層上面までの層厚と 
荷重増分比の関係 

図－3 圧密判定結果 
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